
 

 

平成 22 年 12 月 6 日 

各      位 

会 社 名 株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン 

代表者名 代表取締役社長 ＣＥＯ 石坂 信也

 （コード番号 3319  東証マザーズ市場）

問合せ先 執 行 役 員 ＣＦＯ 酒井 敦史

 （TEL．03－5425－3188）

 

当社の親会社等の決算内容に関するお知らせ 

 
当社の親会社等である、株式会社ゴルフダイジェスト社の平成 22 年９月期決算の内容が確定いた

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 

１．親会社等の名称等 

（１）親会社等の名称 株式会社ゴルフダイジェスト社 

 （当社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社） 

（２）事業の内容 書籍・雑誌の出版 

（３）当社との関係  

① 資本関係 議決権所有比率 19.84％（平成 22 年６月 30 日現在） 

② 人的関係 同社代表取締役社長木村玄一氏及び常務取締役木村正浩氏が当社の社

外取締役を兼務しております。 

 木村玄一氏は当社議決権の 8.45％、木村正浩氏は当社議決権の 6.07％

を所有しております。（平成 22 年６月 30 日現在） 

③ 取引関係 当社が広告掲載、書籍・雑誌の購入を行っております。 

 

 

２．株式の所有者別状況、大株主の状況、役員の状況 

（１）所有者別状況 
     平成22年９月30日現在

区分 

株式の状況 
端株の
状況 
(株) 

政府及び
地方公共

団体 
金融機関 証券会社

その他の
法人 

外国法人
等 

外国法人
等のうち
個人 

個人 
その他 計 

株主数 
(人) 0 0 0 2 0 0 3 5 － 

所有株式
数 (株) 0 0 0 10,300 0 0 10,200 20,500 － 

所有株式
数の割合 
 (％） 

  50.2 49.8 100 － 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）大株主の状況 
  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

木村 襄司 東京都目黒区 1,700 8.29 

木村 玄一 東京都大田区 4,250 20.73 

木村 正浩 東京都港区 4,250 20.73 

八雲エンタープライズ(株) 東京都港区新橋6-18-5 5,800 28.29 

木村総業(株) 東京都港区新橋6-18-5 4,500 21.95 

計 － 20,500 100.00 

 

 

（３）役員の状況 

役 名 氏 名 生年月日 略 歴 所有株式数
(株) 

代表取締役会長 木村 襄司 昭和５年８月18日生

昭和29年７月 (株)モーターマガジン社 

代表取締役社長就任 

昭和50年２月 (株)ゴルフダイジェスト社 

       東名観光開発(株) 

              木村総業(株) 

各代表取締役社長就任 

昭和58年11月 (株)モーターマガジン社 

代表取締役会長就任（現任） 

平成９年11月 (株)ゴルフダイジェスト社 

代表取締役会長就任（現任） 

1,700

代表取締役社長 木村 玄一 昭和37年12月25日生

昭和61年４月 大日本印刷(株)入社 

平成７年11月 (株)モーターマガジン社 

代表取締役社長就任（現任） 

平成９年11月 (株)ゴルフダイジェスト社 

代表取締役社長就任（現任） 

平成10年２月 木村総業(株) 

代表取締役社長就任（現任） 

平成12年５月 (株)ゴルフダイジェスト・オン

ライン取締役就任（現任） 

平成14年２月 東名観光開発(株) 

代表取締役社長就任（現任） 

4,250

専務取締役 中村 信隆 昭和22年10月15日生

昭和47年３月 (株)レジャーライフ入社 

昭和49年４月 (株)ゴルフダイジェスト社入社 

平成３年11月 同社取締役就任 

平成９年11月 同社専務取締役就任（現任）  

-

常務取締役 木村 正浩 昭和41年５月23日生

平成元年４月 大昭和製紙(株)（現日本製紙

(株)）入社 

平成４年11月 (株)ゴルフダイジェスト社取締

役就任 

平成８年11月  同社常務取締役就任（現任） 

平成12年５月 (株)ゴルフダイジェスト・オン

ライン取締役就任 

平成16年９月 (株)ゴルフダイジェスト・オン

ライン取締役就任（現任） 

4,250



 

役 名 氏 名 生年月日 略歴 所有株式数
(株) 

取締役 阿部 正行 昭和25年１月27日生
昭和47年４月 (株)ゴルフダイジェスト社入社 

平成14年11月 同社取締役就任（現任）    
-

監査役 木村 文哉 大正15年１月10日生
昭和57年11月 (株)ゴルフダイジェスト社 

監査役就任（現任） 
-

                            計   10,200

 

 

３．財務諸表 

（１） 貸借対照表（平成 22 年９月 30 日現在） 

（単位：千円）

金          額 金          額

Ⅰ．流　動　資　産 ( 3,901,700 ) Ⅰ．流　動　負　債 ( 1,320,500 )

現 金 預 金 1,071,500 支 払 手 形 400,800

受 取 手 形 78,300 買 掛 金 508,600

売 掛 金 976,800 短 期 借 入 金 100,000

未 収 入 金 219,900 前 受 金 78,500

短 期 貸 付 金 1,072,000 返 品 調 整引 当金 17,000

棚 卸 資 産 413,900 返品債権特別勘定 181,000

その他流動資産 80,300 そ の 他 流動 負債 34,600

貸 倒 引 当 金 △ 11,000

Ⅱ．固　定　負　債 ( 1,830,100 )

長 期 借 入 金 50,000

Ⅱ．固　定　資　産 ( 2,685,700 ) 社 債 1,460,000

　１．有形固定資産 ( 1,616,800 ) 退 職 給 付引 当金 151,700

建 物 39,300 役 員 退 職積 立金 168,400

土 地 1,548,100 3,150,600

備 品 等 29,400

Ⅰ．株　主　資　本 ( 21,300 )

　２．無形固定資産 ( 19,600 ) 　　１．資　　本　　金 21,300

ソフトウエア等 19,600

　　２．資 本 剰 余 金 ( 83,200 )

資 本 準 備 金 83,200

　３．投資その他の資産 ( 1,049,300 )

投 資 有 価 証 券 508,500

会 員 権 65,900     3．利 益 剰 余 金 ( 3,349,800 )

敷 金 保 証 金 等 474,900 (1)利 益 準 備 金 6,700

(2)その他利益剰余金 3,343,100

Ⅲ.繰　延　資　産 ( 17,600 ) 別 途 積 立 金 3,631,000

社 債 発 行 費 他 17,600 繰越利益剰余金 △ 287,900

3,454,300

6,604,900 6,604,900

純資産合計

資　産　合　計 負債・純資産合計

純　資　産　の　部

負　債　合　計

勘　定　科　目 勘　定　科　目

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

 
 

 

 



 

（２） 損益計算書（自平成 21 年 10 月１日 至平成 22 年９月 30 日） 

（単位：千円）  

Ⅰ． 5,606,600

Ⅱ． 4,087,000

1,519,500

Ⅲ． 1,351,900

167,600

Ⅳ． 64,800

Ⅴ． 49,100

183,300

Ⅵ． 7,600

Ⅶ． 120,200

70,700

法人税・住民税 1,200

69,500

税 引 前 当 期 純 利 益

当 期 純 利 益

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

金　　　　額

 
 
 
（３） 株主資本等変動計算書（自平成 21 年 10 月１日 至平成 22 年９月 30 日） 

(当期変動額）

3,454,300 3,454,300

69,500 69,500 69,500

当 期 末 残 高 21,300 83,200 83,200 6,700 3,631,000 △ 287,900

69,500

3,349,800

69,500 69,500

当期変動額合
計

0 0 0 0 0 69,500

当 期 純 損 益 69,500

3,280,300 3,384,800 3,384,800

利益剰余金
合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

前 期 末 残 高 21,300 83,200 83,200 6,700 3,631,000 △ 357,400

資本
準備金

資本剰余
金合計

利益
準備金

その他利益剰余金

（単位：千円）

株　　主　　資　　本

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

 
 
 
 
 
 
 



 

（４） 個別注記表（自平成 21 年 10 月１日 至平成 22 年９月 30 日） 

１．重要な会計方針に関する事項に係る注記

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 ・・・個別方に基づく低価法

製品・仕掛品 ・・・個別方に基づく原価法

　（３）固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産

　建物 ・・・定額法

　上記以外 ・・・定率法

② 無形固定資産 ・・・定額法

　（４）繰延資産の償却方法

社債発行費 ・・・３年間均等償却

開　発　費 ・・・５年間均等償却

　（５）重要な引当金の計上方法

貸倒引当金・返品調整引当金・返品債権特別勘定

・・・法人税法の規定により計上している。

退職給付引当金

・・・従業員の自己都合による要支給額を毎期計上している。

　（６）消費税の会計処理方法

税抜方式で計上している。

２．貸借対照表に関する注記

　　現金預金にはドル預金　＄2,833,997.64　が含まれている。

　　有形固定資産の減価償却累計額 ・・・ 555,675,951円

３．株主資本等変動計算書に関する注記

　　当事業年度末日における発行済み株式の数 ・・・ 20,500株

４．一株当たりの情報に関する注記

　　純資産額 ・・・ 168,501円.42銭

　　当期純利益金額 ・・・ 3,390円.19銭  
 
 
 

以  上 


